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研究成果の概要（和文）：本研究では、現代日本における大学生の中途退学の社会経済的な背景と、政府や大学
による退学の抑制政策（奨学金、教育条件の向上など）の効果を明らかにするとともに、退学が個人に及ぼす社
会経済的な帰結を分析した。その結果、家計所得の増加、大卒者の高卒者に対する相対賃金の上昇、奨学金受給
率の上昇、大学の選抜性の上昇、教員・学生比率の低下が中退率の低下に結びつくことや、大学中退者の年収
は、高卒者と同等の水準である反面、年収の散らばりも大きいことなどが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：In this study, a time series data set on the dropout rates of college 
students in Japan was analyzed to explore the factors affecting dropout behaviors and to examine the
 effects of the policies and practices for the reduction of dropouts, such as financial aid and the 
improvement of learning environments. The analysis clarified that the dropout rates of college 
students were decreased by the increase in family income, relative wage of college graduates, rate 
of financial aid receipt, and college selectivity, and by the improvement of student-faculty ratio.
To investigate the socioeconomic impacts of dropping-out for individuals, an analysis of the 
Japanese General Social Survey was conducted. This analysis revealed that male college dropouts 
earned nearly as much income as high school graduates but that the variation of income among college
 dropouts was large.

研究分野： 高等教育論、教育政策論
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１．研究開始当初の背景 
(1) 日本の大学の卒業率は OECD 諸国で最も
高い。そのためか大学生（以下、特記しない
限り 4 年制大学の学部学生を指す）の中途退
学への社会的関心は、これまで低かった。だ
が 1990 年代以降、退学率が再び上昇傾向に
あり、今や私立大学に入学した男子の 7 人に
1 人は中退している。研究の必要性が増して
いるにも関わらず、データの制約もあり研究
蓄積はまだ少ない状況にある。 
日本の大学退学の社会科学的な研究は、4 

種類に大別される。第一に、学部単位の退学
率の分析である。規模が小さい学部ほど、社
会科学系では偏差値が低いほど、退学率は高
い。こうした機関別データの分析では、どの
ような教育環境ほど退学が生じやすいかの
示唆が得られる一方、「どのような属性の個
人が退学するのか」を問うことは難しい。 
そのため、個人の退学行動に着目するのが

第二の研究系譜である。社会調査の個票によ
り退学の社会経済的な背景を分析した研究
は、中学 3 年時の成績が低いほど、出身高校
の学科が普通科より工業科や商業科である
ほど、中退しやすいことなどを明らかにした。 
これらの結果を見ると、（普通教科の）学

業成績の低い生徒が入学難易度の低い大学
（例えば、新設小規模学部）へ進み、退学し
てゆくというストーリーが思い浮かぶ。しか
し、退学をすると経済的な不利益を被る以上、
中退のデメリットや大卒学歴のメリットを
一顧だにせず辞めていく者は、そう多くない
のではないかと考えられる。 
そこで、退学の社会経済的な帰結を分析す

る必要が生じる。それが第三の研究群である。
高等教育機関を中退した若者は、退学直後、
アルバイトなどの非典型就労となる可能性
が高いこと。男子は後に正社員となる者も少
なくない一方、女子は「非典型一貫」の職業
経歴を辿るケースの多いことが、東京、北海
道、長野で明らかにされた。また、大学中退
者は専門・管理職や技術職、事務職に就きに
くいという。こうした中退のデメリットや、
大学卒業のメリットが、学生の退学／在学継
続の選択に影響するかどうかも重要なテー
マとなる。 
中退は、抑制（予防）できるに越したこと

はない。効果的な退学の抑制政策とは何か。
第四の研究群は、その示唆を得るべく一大学
の事例分析を行うもので、良好な単位取得状
況や、サークル加入が、（低年次）退学リス
クを低めることが明らかにされた。これらの
要因は、大学の経営政策により、ある程度操
作できる可能性を持っている。加えて重要な
のは、政府の公共政策の効果である。特に奨
学金など学資の援助に、退学抑制の効果はあ
るか検証が必要だが、中途退学を直接、分析
の対象に据えた研究は、日本ではまだ見られ
ない。 
以上の先行研究を踏まえると、（Ａ）個人

の退学行動に着目しながら、その社会経済的

な背景を分析すること、（Ｂ）そもそも退学
の社会経済的な帰結それ自体を理解するこ
と（中退のデメリットや大卒学歴のメリット
も、退学行動選択に影響しうる要因であるた
め）、（Ｃ）退学抑制政策の効果を明らかにす
ることの三点が、この分野の研究に求められ
ていることがわかる。 
 
(2) このような研究動向の中、研究代表者は
「学校基本調査」から、日本全体の退学率の
マクロ推計を行ってきた。退学率は 1990 年
代以降に再上昇していることや、女子より男
子、国公立より私立で高いことなどを明らか
にした。中退率の時系列は、家計所得や学生
納付金額、大学入学希望実現率の推移などと
共変することが窺えるため、説明変数を用い
た時系列分析に移行したいと考えた。 
また、東京大学が実施した、高校生の進路

を追跡するパネル調査（以下「高校生追跡調
査」）の共同研究への参加機会を得て、大学
進学希望率の地域差を分析した。結果、地域
によって異なる（大卒と高卒の）学歴間賃金
格差の大きさが、高校生の進学希望に関連す
ることがわかり、こうした大卒学歴の経済的
メリットは、退学行動にも影響するのかとい
う関心も喚起された。 
さらに、奨学金政策の研究に従事する中で、

在学採用が主流の日本の奨学金の有効性を
明らかにするには、（例えば米国で、大学進
学への効果が問われるのとは異なり）中退の
抑制効果こそが問われるべきではないか、と
考えるようになった。 
 
２．研究の目的 
そこで本研究では、個人の行動の分析を通

して、（Ａ）大学生の中途退学の社会経済的
な背景、（Ｂ）退学が個人に及ぼす社会経済
的な帰結を明らかにするとともに、（Ｃ）効
果的な退学の抑制政策（大学の経営政策、政
府の公共政策）を検討した。具体的には次の
三つを課題とした。 
 
【課題Ａ】大学進学に不利な家庭背景（親が
低所得であるなど）の学生ほど、退学のリス
クも高いのか。大卒学歴の経済的メリットが
小さい（小さくなる）と、退学の見込みは高
くなるか。これらの点を退学率の時系列デー
タなどの計量分析によって検討する。 
 
【課題Ｂ】大学退学者は大卒者に比べ、職業
や職歴、収入、結婚の状況（有無、配偶者属
性）において、どれだけ不利なのか。高卒者
より「有利」には、なりうるのだろうか。地
域によって、以上はどう異なるか。全国の成
人男女に対する社会調査の公開データを分
析して検証する。 
 
【課題Ｃ】大学の経営政策（教育条件の向上、
学生支援の充実など）や政府の公共政策（奨
学金など学資の援助）は、退学の抑制につな



がるか。政策上のどのような工夫が、抑制に
効果的か。大学への聴き取りや、時系列デー
タなどの計量分析を通して明らかにする。 
 
３．研究の方法 
研究目的を達成するために、本研究では、

訪問調査と計量分析の二つのアプローチを
採用した（両者を並行して進めた）。 
訪問調査では、退学率の抑制に取り組んで

いる大学を訪問し、退学者の属性や退学後の
状況、退学抑制の方策について聴き取りを行
った。 
計量分析では、先の研究課題Ａ・Ｂ・Ｃに

対応し、次の二種類のデータ分析を行った。 
第一に、時系列データで性別や分野別、設

置者別退学率を推計するとともに、退学行動
に対する家庭背景の影響や、奨学金の利用増
や教育環境の向上が退学を抑制するかにつ
いて検討する（Ａ・Ｃ）。 
第二に、「日本版総合的社会調査（JGSS）」

で高卒者・大卒者と職業や収入、結婚状況を
比較し、中退の帰結を明らかにする（Ｂ）。 
 
４．研究成果 
(1) 課題Ａに関しては、大学の中途退学に関
する時系列データの整備・分析を行った。性
別や設置者別の退学率を推計するとともに、
家計所得が増えると、また、男子の学歴間賃
金比（大卒者の高卒者に対する相対賃金）が
上昇すると、中退率は下がること、合格率の
低下（大学入学の難化）も中退率を低下させ
ることを明らかにした。 
このほか、既に保有している高校生調査の

分析を行い、従来はデータの制約のためアプ
ローチすることが難しかった中途退学のタ
イミングに関して、１年生から２年生にかけ
ての退学は少ないと考えられることなどを
明らかにした。 
 
(2) 課題Ｂに関しては、JGSS データを使用し、
大学を中退した男性の年収を、他の学歴と比
較する分析を行った。その結果、大学中退者
の年収は、年長世代でも高卒者と同等の水準
である反面、年収の散らばりは大きく、経営
者・役員（自営を含む）、規模の大きな企業
に勤務している場合は高い所得を得ている
ことなどが明らかになった。 
 
(3) 課題Ｃに関しては、先の時系列データを
分析し、日本学生支援機構（旧日本育英会）
奨学金受給率の上昇や、教員・学生比率（ST
比）の低下（教育条件の改善）が、退学率の
低下と結びついていることを明らかにした。 
 また、大学に対する訪問調査では、退学者
の属性や、退学抑制の取組み等について聴き
取りを行った。その結果、（一定のリソース
による裏付けを伴った）きめ細かい修学指導
や、授業料免除などの経済支援の中退抑制に
対する有効性が明らかになった。 
 

(4) 以上に加え、次の計量分析も行った。 
第一に、独立行政法人統計センターに委託

した政府統計のオーダーメード集計の統計
成果物を用いて、地域別に推計した大卒者の
相対賃金と相対就業者数、及び大学進学率の
相互関係を分析した。 
第二に、既に保有している大卒就業者調査

を用いて、大卒男性の年収が、出身大学タイ
プによってどう異なるかを分析し、結果は英
語でも報告した。 
第三に、JGSS データを用いて、女性の学歴

と配偶者学歴との関連などを地域別に分析
した。 
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